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当初予算の概要
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１ 令和７ 年度予算の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方

２ 当初予算額
（ 単位: 千円）

３ 前年度と の比較

【 部局の役割】

被保険者が安心し て医療を 受ける こ と ができ る よ う 、 第３ 期滋賀県国民健康保険運営方針によ る 令和９ 年
度の保険税の統一も 見据えて、 適正な保険税負担と 医療給付のバラ ン ス を考え、 持続可能な医療保険制度の
運営を 行いま す。

【 令和７ 年度事業計画に対する 方針】

マイ ナン バーカード の保険証利用への移行に伴う 交付書類等の変更にかかる 事務を 適正に行い、 現行の被
保険者証の有効期限後も 安心し て医療を 受ける こ と ができ る よ う 、 引き 続き 周知啓発に努めま す。

【 財源配分、 事務事業見直し の考え方】

甲賀市国民健康保険保健事業実施計画（ 第３ 期データ ヘルス 計画） （ 第4期特定健康診査等実施計画）
に基づき 、 特定健診、 特定保健指導受診率・ 実施率の向上を 図る こ と によ り 、 疾病の早期発見、 早期治療に
繋げ、 中⾧期的な医療費の適正化に努めま す。

所 属 予算額の主な増減、 事業見直し の内容

保険年金課

国民健康保険事業費納付金の減【 ▲82,0 98千円】

被保険者の減少によ る 保険給付費の減【 ▲57,262千円】

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

保険年金課 8,720 ,000 2 ,189 ,855 6 ,5 30 ,145 8 ,869,000 2,250 ,730 6 ,618 ,270 ▲ 149,000 ▲ 60,875 ▲ 88 ,125

部局合計 8,720 ,000 2 ,189 ,855 6 ,5 30 ,145 8 ,869,000 2,250 ,730 6 ,618 ,270 ▲ 149,000 ▲ 60,875 ▲ 88 ,125

歳出総額 歳出総額
所 属

令和7年度当初予算額① 令和6年度当初予算額② 差引（ ①－②）

歳出総額
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国民健康保険は、 国民皆保険制度を 支える 基盤の役割を担っており ､地域住民
の健康保持増進を図り 、 社会の安定と 発展に大き く 貢献し てき ま し た。

一方で、 他の医療保険に属さ ない方を被保険者と し ている こ と から 、 高齢者
や低所得者の割合が高く 、 全国的に国保の運営は厳し い状況にあり ま す。

こ れら の構造的な問題を 解消し 、 持続可能な医療保険制度を構築し ていく た
め国民健康保険法等が改正さ れ、 平成30年度から 都道府県が財政運営の責任主
体と なり 、 県と 市町が共同保険者と し て安定し た国保運営を 行っ ていま す。

被保険者数の推移

年齢別構成

保険給付費の状況

令和３ 年度 伸率 令和４ 年度 伸率 令和５ 年度 伸率

一般療養給付費

決算額
5,627,950,248 8 .3 5,315,282,385 ▲5.6 5,233,965,170 ▲1.5

3年平均伸率 0.4

（ 単位: 円、 ％）
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歳入の状況
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1.国民健康保険税

1,581,899  

1 8 .1%

4 .使用料及び手数料 800  

0 .0%

7 .県支出金 6,525,886  

74 .8%

9 .財産収入

219  

0 .0%

11 .繰入金 598 ,04 1  

6 .9%

12 .繰越金 10  

0 .0%
13 .諸収入 13 ,145  

0 .2%

科   目 令和7年度 令和6年度 比 較 増減率

  1.国民健康保険税 1,581,899 1,539,337 42,562 2.8

  4 .使用料及び手数料 800 800 0 0.0

  7 .県支出金 6,525,886 6,613,822 ▲ 87,936 ▲ 1.3

  9 .財産収入 219 440 ▲ 221 ▲ 50.2

 11 .繰入金 598,041 701,436 ▲ 103,395 ▲ 14.7

 12 .繰越金 10 10 0 0.0

 13 .諸収入 13,145 13,155 ▲ 10 ▲ 0.1

合     計 8,720,000 8,869,000 ▲ 149,000 ▲ 1.7

（ 単位: 千円、 ％）
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1 ． 国民健康保険税
【 R7予算額 1,581,899千円（ R6予算額 1,539,337千円、 対前年度 42,562千円、 2.8% ） 】

国民健康保険税は、 医療給付費分・ 後期高齢者支援金分・ 介護納付金分から な
り 、 介護納付金分は40歳～64歳の被保険者に賦課する も の。

甲賀市税・ 料金等収納向上対策強化計画に基づき 、 収納率は現年課税分
96.17％、 滞納繰越分18.00％を目標と し 、 被保険者の減少に伴う 減額や税率改
定に伴う 増額等をふま えた予算額を計上。

（ 単位: 千円）

目 細 節 令和7年度 令和6年度 増減額

医療給付費分

現年課税分
1,021,324 1,008,785 12,539

医療給付費分

滞納繰越分
38,000 39,000 ▲ 1,000

後期高齢者支援金分

現年課税分
379,351 352,400 26,951

後期高齢者支援金分

滞納繰越分
12,000 12,000 0

介護納付金分

現年課税分
123,754 119,822 3,932

介護納付金分

滞納繰越分
6,800 6,500 300

小 計 1,581,229 1,538,507 42,722

医療給付費分

滞納繰越分
420 530 ▲ 110

後期高齢者支援金分

滞納繰越分
130 150 ▲ 20

介護納付金分

滞納繰越分
120 150 ▲ 30

小 計 670 830 ▲ 160

1,581,899 1,539,337 42,562合 計

一般被保険者

国民健康保険税

退職被保険者等

国民健康保険税



〇 財政調整基金利子 219千円 （ R6 440千円）
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7 .県支出金
【 R7予算額 6,525,886円（ R6予算額 6,613,822千円、 対前年度 △87,936千円、

△1.3% ） 】

〇 保険給付費等交付金 6,513,582千円 （ R6 6,598 ,358千円）

・ 普通交付金 6,384 ,740千円 （ R6 6,441 ,858千円）
保険給付費に要し た費用が交付さ れる も の

・ 特別交付金 128 ,842千円 （ R6      156 ,500千円）
市の財政状況やその他の事業など 個別の事情に応じ て財政の調整のために交付

さ れる も の

〇 保険給付対策費補助金 12,304千円 （ R6 15 ,464千円）
県制度の福祉医療費波及増分のう ち、 減額さ れる 国庫負担金の１ ／２ 相当分が

補助金と し て交付さ れる も の

〇 督促手数料 800千円 （ R6 800千円）

4 .使用料及び手数料
【 R7予算額 800千円（ R6予算額 800千円、 対前年度 0千円、 0.0% ） 】

９ .財産収入
【 R7予算額 219千円（ R6予算額 440千円、 対前年度 △221千円、 △50.2% ） 】
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1 3 .諸収入
【 R7予算額 13,145千円（ R6予算額 13,155千円、 対前年度 △10千円、 △0.1％） 】

〇 延滞金、 加算金及び過料 9,050千円 （ R6 9,050千円）
国保税収納に係る 延滞金を 計上

〇 雑入 4,095千円 （ R6 4,105千円）
交通事故の保険使用等に係る 第三者納付金、 資格喪失後受診等に係る 医療費の返還金
を計上

〇 一般会計繰入金 538,041千円 （ R6 514,517千円）

・ 保険基盤安定繰入金（ 保険税軽減分） 222 ,954千円 （ R6 228,671千円）
保険税負担軽減のため、 政令に基づき 保険税の軽減分を一般会計から 繰入れる
も の
負担割合は県3/4、 市1/4

・ 保険基盤安定繰入金（ 保険者支援分） 130,880千円 （ R6 134 ,236千円）
保険税軽減の対象と なった一般被保険者数に応じ て、 平均保険税の一定割合を
公費で補填する も ので、 低所得者数に応じ た保険者への財政支援
負担割合は国1/2、 県1/4、 市1/4

・ 未就学児均等割保険税繰入金 3,102千円 （ R6 3,102千円）
子育て世帯の経済的負担軽減のため、 未就学児の均等割保険税の軽減分を一般
会計から 繰入れる も の
負担割合は国1/2、 県1/4、 市1/4

・ 産前産後保険税繰入金 945千円 （ R6 945千円）
産前産後期間の保険税の軽減分を 一般会計から 繰入れる も の
負担割合は国1/2、 県1/4、 市1/4

・ 出産育児一時金等繰入金 15,000千円 （ R6 16 ,667千円）
出産育児一時金22,500千円（ １ 子50万円×45人） の2/3を 一般会計から 繰入

・ 財政安定化支援事業繰入金 29,801千円 （ R6 29,432千円）
保険税の所得割負担能力、 病床数、 高齢者数など、 保険者の責めに帰する こ と
ができ ない事情によ って繰入が認めら れる も の（ 地方交付税の財政措置あり ）

・ その他一般会計繰入金 135 ,359千円 （ R6  101,464千円）
福祉医療費助成波及増分 89,056千円
事務費拠出金 46,303千円

〇 財政調整基金繰入金 60,000千円 （ R6 186 ,919千円）
国民健康保険財政調整基金よ り の繰入金

1 1 .繰入金
【 R7予算額 598,041千円（ R6予算額 701,436千円、 対前年度 △103,395千円 △14.7％） 】
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歳出の状況

1.総務費

51,1 80

0 .6%

2 .保険給付費

6,388,9 80

73 .3%

3 .国民健康保険事業費納付金

2,153 ,328

24 .7%

6 .保健事業費

106 ,820  

1 .2%

7 .基金積立金

219

0 .0%

9 .諸支出金

18,473

0 .2 %

10 .予備費

1,000

0 .0%

科 目 令和7年度 令和6年度 比 較 増減率

 1.総務費 51,180 60,569 ▲ 9,389 ▲ 15.5

 2.保険給付費 6,388,980 6,446,242 ▲ 57,262 ▲ 0.9

 3.国民健康保険事業

  費納付金
2,153,328 2,235,426 ▲ 82,098 ▲ 3.7

 6.保健事業費 106,820 107,850 ▲ 1,030 ▲ 1.0

 7.基金積立金 219 440 ▲ 221 ▲ 50.2

 9.諸支出金 18,473 17,473 1,000 5.7

10.予備費 1,000 1,000 0 0.0

合   計 8,720,000 8,869,000 ▲ 149,000 ▲ 1.7

（ 単位: 千円、 ％）



項 目 令和7年度 令和6年度 比較

一般被保険者療養給付費 5,415,778 5,453,480 ▲ 37,702

一般被保険者療養費 50,076 48,962 1,114

審査支払手数料 20,004 20,004 0

一般被保険者高額療養費 871,276 889,305 ▲ 18,029

一般被保険者高額介護合算療養費 1,000 1,000 0

一般被保険者移送費 50 50 0

出産育児一時金 22,500 25,000 ▲ 2,500

支払手数料 10 11 ▲ 1

葬祭諸費 葬祭費 8,250 8,250 0

傷病手当金 傷病手当金 36 180 ▲ 144

6,388,980 6,446,242 ▲ 57,262

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児

諸費

保険給付費合計
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１ ． 総務費
【 R7予算額 51,180千円（ R6予算額 60,569千円、 対前年度 △9,389千円、 △15.5% ） 】

〇 一般管理費 34,434千円 （ R6 45 ,640千円）
国保事業を運営する ための一般事務費やレ セプト 点検のための人件費を 計上

〇 国民健康保険団体連合会負担金 7,232千円 （ R6   7 ,030千円）

〇 賦課徴収費 8,873千円 （ R6 7,303千円）

〇 運営協議会費 641千円 （ R6 596千円）

２ ． 保険給付費
【 R7予算額 6,388,980千円（ R6予算額 6,446,242千円、 対前年度 △57,262千円、

△0.9％） 】

保険給付費については、 令和5年度の保険給付費の決算額と 納付金算定時の医
療費推計を 参考に、 医療費の伸び率3.0％を 勘案し 積算。

（ 単位:千円）
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３ ． 国民健康保険事業費納付金
【 R7予算額 2,153,328千円（ R6予算額 2,235,426千円、 対前年度 △82,098千円、

△3.7％） 】

県が国民健康保険事業を運営する ために、 各市町から 徴収する 納付金

〇 医療給付費分 1,480 ,342千円 （ R6 1 ,520 ,519千円）

〇 後期高齢者支援金等分 513,811千円 （ R6 544,881千円）

〇 介護納付金分 159,175千円 （ R6 170,026千円）

６ ． 保健事業費
【 R7予算額 106,820千円（ R6予算額 107,850千円、 対前年度 △1,030千円、 △1.0％） 】

〇 保健衛生普及費 6,608千円 （ R6        6 ,728千円）
データ ヘルス 計画に基づく 保健事業の実施
医療費通知、 特定健診受診勧奨通知、 重複頻回受診者保健指導、 要医療対象者受
診勧奨、 糖尿病性腎症重症化予防事業など

〇 疾病予防費 15,900千円 （ R6 15 ,900千円）
40歳以上の人間ド ッ ク 受診者に費用の1/2を 補助（ 上限2万円、 脳ド ッ ク を含む
場合は3万円）

〇 傷病見舞金 100千円 （ R6          500千円）
新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の５ 類感染症移行前に感染し た自営業者など に対する
見舞金（ 時効 2年）

〇 特定健康診査等事業費 84,212千円 （ R6 84,722千円）
40歳から 74歳の被保険者に対する 特定健康診査・ 特定保健指導を実施
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９ ． 諸支出金
【 R7予算額 18,473千円（ R6予算額 17,473千円、 対前年度 1,000千円、 5.7% ） 】

〇 償還金及び還付加算金 9,220千円 （ R6 8,220千円）
国保税の還付金及び還付加算金を計上

〇 繰出金 9,253千円 （ R6 9,253千円）
直営診療施設へ特別調整交付分の繰り 出し

1 0 .予備費
【 R7予算額 1,000千円（ R6予算額 1,000千円、 対前年度 0千円、 0.0% ） 】

〇 予備費 1,000千円 （ R6 1,000千円）
予想外の予算支出に対応する ため準備する 費用

〇 財政調整基金積立金 219千円 （ R6 440千円）
財政調整基金の利子分を計上

７ ． 基金積立金
【 R7予算額 219千円（ R6予算額 440千円、 対前年度 △221千円、 △50.2% ） 】
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当初予算の概要

１ 令和７ 年度予算の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方

1

２ 当初予算額

（ 単位: 千円）

３ 前年度と の比較

【 部局の役割】

【 令和７ 年度事業計画に対する 方針】

【 財源配分、 事務事業見直し の考え方】

後期高齢者が安心し て医療を 受けら れる よ う 、 滋賀県後期高齢者医療広域連合と 連携し 、 持続可能な医療
保険制度の運営に努めま す。

令和6年度から 対象者を 拡大し た健康診査の受診啓発に努め、 疾病の早期発見、 早期治療に繋げる と と も
に、 保健事業と 介護予防の一体的実施事業を 推進し 、 引き 続き 健康寿命の延伸、 健康保持増進を 図る こ と
で、 医療費の適正化に努めま す。

（ 健康診査事業は一般会計において計上）

高齢化の進展に伴い、 医療給付費の増加が見込ま れる こ と から 、 保健事業の推進によ り 医療費の抑制およ
び適正化を 図り ま す。

所 属 予算額の主な増減、 事業見直し の内容

保険年金課

保険料収入の増加に伴う 広域連合負担金の増【 ＋40 ,256千円】

医療費の増加に伴う 医療給付費の増【 ＋73 ,209千円】

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

保険年金課 2,553,000 2 ,549 ,950 3 ,050 2 ,427 ,000 2 ,424 ,950 2 ,050 126,000 125 ,000 1 ,000

部局合計 2,553,000 2 ,549 ,950 3 ,050 2 ,427 ,000 2 ,424 ,950 2 ,050 126,000 125 ,000 1 ,000

歳出総額 歳出総額
所 属

令和7年度当初予算額① 令和6年度当初予算額② 差引（ ①－②）

歳出総額
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後期高齢者医療制度は、 ７ ５ 歳以上の方及び６ ５ 歳以上７ ５ 歳未満で一定の
障がいがある 方を 対象と する 医療保険制度であり 、 滋賀県後期高齢者医療広域
連合が保険者と し て、 事務及び財政運営の共同処理、 広域にわたる 計画の策定、
構成市町の連絡調整を 行っ ていま す。

団塊の世代の７ ５ 歳到達によ り 、 被保険者数は年々増加し ており 、 こ れに伴
い、 医療給付等にかかる 費用も 増加が見込ま れま す。

令和7年度予算については、 広域連合の試算に基づき 、 市で実施する 保険料
徴収・ 資格管理・ 資格確認書等の発行・ 窓口業務経費・ 医療給付費市負担分な
ど を 計上し ま す。

被保険者数の推移

2 1 1 2 0 5 1 7 9 1 4 8 1 2 5

1 2 ,5 5 1 1 2 ,8 1 3 1 3 ,3 7 1 1 3 ,9 0 7 1 4 ,3 5 0

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

1 4 ,0 0 0

R 2 R3 R 4 R 5 R 6 ( 1 2 月末)

障がい認定（ 6 5 歳～7 4 歳） 7 5 歳以上

12,762 13 ,01 8 13 ,550 14 ,055
14 ,475

※R5ま では各年度3月末現在の人数
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歳入の状況

歳入については、 主に後期高齢者医療保険料及び「 高齢者の医療の確保に関
する 法律」 に基づく 一般会計から の保険基盤安定繰入金の見込等によ り 構成さ
れ、 広域連合が算出し た保険料と 、 一般会計繰入金等を 計上し ま す。

科 目 令和7年度 令和6年度 比 較 増減率

1.保険料 1,106,682 1,074,172 32,510 3 .0

2 .使用料及び手数料 99 90 9 10.0

3 .繰入金 1,443,079 1,350,598 92,481 6 .8

4 .諸収入 3,130 2,130 1,000 46.9

5 .繰越金 10 10 0 0.0

合 計 2,553,000 2,427,000 126,000 5.2

（ 単位: 千円、 ％）

1 .保険料

1 ,1 0 6 ,6 8 2

4 3 .4 %

2 .使用料及び手数料 9 9

0 .0 %

3 .繰入金 1 ,4 4 3 ,0 7 9

5 6 .5 %

4 .諸収入 3 ,13 0

0 .1 %

5 .繰越金 1 0

0 .0 %
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１ ． 保険料

【 R7予算額 1,106,682千円（ R6予算額 1,074,172千円、 対前年度 32,510千円、 3.0% ） 】

〇 後期高齢者保険料 1,106,682千円 （ R6 1,074 ,172千円）
・ 特別徴収保険料 772,605千円 （ R6 728,426千円）
・ 普通徴収保険料 334,077千円 （ R6 345 ,746千円）

２ ． 使用料及び手数料
【 R7予算額 99千円（ R6予算額 90千円、 対前年度 9千円、 10.0% ） 】

〇 督促手数料 99千円 （ R6 90千円）

３ ． 繰入金

【 R7予算額 1,443,079千円（ R6予算額 1,350,598千円、 対前年度 92,481千円、 6.8% ） 】

〇 保険基盤安定繰入金 259,595千円 （ R6 251,849千円）
低所得者の保険料軽減相当分の公費補てん
負担割合は、 県3/4、 市1/4
保険料軽減は、 所得等に応じ 、 均等割の７ 割、 5割、 2割を軽減

〇 保険給付費繰入金 1,082,461千円 （ R6 1,009 ,252千円）
医療給付費の市負担金分

〇 事務費繰入金 101,023千円 （ R6        89 ,497千円）
広域連合負担金及び審査支払手数料
一般管理費、 賦課徴収費分
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４ ． 諸収入
【 R7 予算額 3,130千円（ R6予算額 2,130千円、 対前年度 1,000千円、 46.9% ） 】

〇 延滞金、 加算金及び過料 80千円 （ R6       80千円）
保険料収納にかかる 延滞金

〇 償還金及び還付加算金 3,030千円 （ R6      2 ,030千円）
過年度保険料の還付金及び還付加算金に対する 広域連合から の返還分

〇 雑入 20千円 （ R6 20千円）
後期高齢者医療広域連合補助金等

５ ． 繰越金
【 R7 予算額 １ 0千円（ R6予算額 １ 0千円、 対前年度 0千円、 0.0% ） 】

〇 繰越金 １ 0千円 （ R6 １ 0千円）
令和6年度繰越金
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歳出の状況

歳出については、 歳入に連動する 形で、 主に保険基盤安定分を 含む後期高齢者
医療保険料負担金及び医療給付費等に要する 費用額を計上し ま す。

（ 単位: 千円、 ％）

1 .総務費 1 ,4 2 1 ,2 0 6

5 5 .7 %

2 .医療諸費

1 ,1 2 6 ,7 5 4

4 4 .1 %

4 .諸支出金 3 ,0 4 0

0 .1 %

5 .予備費 2 ,0 0 0

0 .1 %

科 目 令和7年度 令和6年度 比 較 増減率

1.総務費 1,421,206 1 ,372 ,133 49,073 3.6

2 .医療諸費 1,126,754 1 ,050 ,827 75,927 7.2

4 .諸支出金 3,040 2,040 1 ,000 49.0

5 .予備費 2,000 2,000 0 0.0

合 計 2,553,000 2 ,427 ,000 126,000 5 .2
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１ ． 総務費
【 R7予算額 1,421,206千円（ R6予算額 1,372,133千円、 対前年度 49,073千円、 3.6％） 】

〇 一般管理費 10,025千円 （ R6 9,731千円）
資格確認書等の更新、 高額療養費等の通知等にかかる 費用

〇 後期高齢者医療広域連合負担金 37,607千円 （ R6 30 ,563千円）
広域連合の電算シス テム管理費、 保険給付適正化事業、 人件費など の共通経費分にか
かる 市負担分
均等割（ 10% ） 、 高齢者人口割（ 45％） 、 人口割（ 45％） で算出

〇 賦課徴収費 7,217千円 （ R6 5,738千円）
保険料通知等にかかる 費用、 収納手数料等

〇 後期高齢者医療広域連合負担金 1,366,357千円 （ R6 1,326 ,101千円）
広域連合へ納付する 保険料収納分及び保険基盤安定負担分

２ ． 医療諸費

【 R7予算額 1,126,754千円（ R6予算額 1,050 ,827千円、 対前年度 75,927千円、 7.2％） 】

〇 医療給付費 1,082,461千円 （ R6 1 ,009 ,252千円）
広域連合へ納付する 医療給付費の市負担分

〇 審査支払手数料 44,293千円 （ R6 41,575千円）
広域連合へ納付する 医療給付にかかる 審査支払手数料

４ ． 諸支出金
【 R7予算額 3,040千円（ R6予算額 2,040千円、 対前年度 1,000千円、 49.0％） 】

〇 保険料還付金 3,000千円 （ R6 2,000千円）

〇 還付加算金 30千円 （ R6          30千円）

〇 一般会計繰出金 10千円 （ R6 10千円）
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５ ． 予備費
【 R7予算額 2,000千円（ R6予算額 2,000千円、 対前年度 0千円、 0.0％） 】

〇 予備費 2,000千円 （ R6     2 ,000千円）
予想外の予算支出に対応する ため準備する 費用



滋賀県

甲賀市



令和７年度

甲賀市

介護保険特別会計
予算資料
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当初予算の概要
１　令和７年度予算見積の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【①部局の役割】

【②部局の予算見積における特徴】

【③財源配分、事務事業見直し、財源確保の考え方】

２　当初予算額 （単位:千円）

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源

8,493,000 3,093,547 5,399,453 136,000 40,832

8,493,000 3,093,547 5,399,453 136,000 40,832

３　前年度との比較
所 属

95,168

95,168

 甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画に基づき、高齢者一人ひとりが、どのような心身の状態であって
も、住み慣れた地域で、尊厳を持ち、自分らしい日常生活を人生の最後まで営めるよう「支える側」と「支えられる
側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら
暮らしていくことができる地域共生社会をめざします。

 甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の2年目として、以下の6つの基本的方向に基づく各事業に取り組み
ます。
 ≪ 計画の基本的方向 ≫
 ○健康づくり・介護予防の推進
 ○在宅生活を支えるしくみづくり
 ○認知症施策の推進
 ○生きがい・地域づくりの推進
 ○安全・安心な暮らしの推進
 ○介護サービスの充実

 財源については、国庫支出金、支払基金交付金、県支出金等それぞれの負担割合に応じて確保します。事務事業につ
いては、甲賀市第９期介護保険事業計画・高齢者福祉計画に基づき、介護保険制度の円滑な運営に努めます。

所 属
令和７年度見積額① 令和６年度当初予算額② 差引（①－②）

歳出総額 歳出総額 歳出総額
特定財源

⾧寿福祉課
8,357,000 3,052,715 5,304,285

部局合計
8,357,000 3,052,715 5,304,285

予算額の主な増減、事業見直しの内容

⾧寿福祉課
保険給付費の増【+143,968千円】

在宅医療・介護連携推進事業費の減【▲4,836千円】
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①　人口 （単位:人）

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年12月末

水口地域 41,188 41,235 41,218 40,968 40,781

土山地域 7,195 6,978 6,926 6,789 6,798

甲賀地域 9,723 9,573 9,408 9,265 9,155

甲南地域 20,849 20,759 20,801 20,833 20,838

信楽地域 10,946 10,674 10,512 10,349 10,169

合 計 89,901 89,219 88,865 88,204 87,741

 甲賀市の状況

②　高齢者数、高齢化率

  令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年12月末

高齢者数 25,271 25,524 25,655 25,879 25,916

うち前期高齢者数 12,625 12,613 12,183 11,863 11,453

うち後期高齢者数 12,646 12,911 13,472 14,016 14,463

高齢化率 28.1 28.6 28.8 29.3 29.5

（単位:人、％） 

20.0
21.0
22.0
23.0
24.0
25.0
26.0
27.0
28.0
29.0
30.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年12月末

高齢者人口及び高齢化率の推移

前期高齢者数 後期高齢者数 高齢化率

（％）（人）
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③　第１号被保険者数 （単位:人）

令和5年12月末 令和6年12月末 比較

第１号被保険者 25,796 25,877 81

4,583
4,627 4,577 4,641 4,810

662 607 582 613 643

545 536 522 495 493

948 1,027 990 971 1,035

769 783 806 812 820

647 657 661 726 723

558 575 590 567 623
454 442 426 457 473

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和5年 令和6年

12月末認定者数

要支援１ 要支援2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）

4,583 4,627 4,577 4,641 4,810

④　認定者数 （単位:人）
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年
12月末 12月末 12月末 12月末 12月末

要支援１ 662 607 582 613 643

要支援２ 545 536 522 495 493

要介護１ 948 1,027 990 971 1,035

要介護２ 769 783 806 812 820

要介護３ 647 657 661 726 723

要介護４ 558 575 590 567 623

要介護５ 454 442 426 457 473

合計 4,583 4,627 4,577 4,641 4,810
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【前年度比較】  （単位:千円）

令和7年度 令和6年度
当初予算額 当初予算額

１．保険料 1,877,978 1,846,688 31,290 1.69

２．使用料及び手数料 200 200 0 0.00

３．国庫支出金 1,954,957 1,925,549 29,408 1.53

４．支払基金交付金 2,230,373 2,192,402 37,971 1.73

５．県支出金 1,212,394 1,184,513 27,881 2.35

６．財産収入 968 920 48 5.22

７．繰入金 1,214,569 1,205,027 9,542 0.79

８．繰越金 1,000 1,000 0 0.00

９．諸収入 561 701 ▲ 140 ▲ 19.97

合 計 8,493,000 8,357,000 136,000 1.63

１．総務費 96,977 90,906 6,071 6.68

２．保険給付費 8,093,688 7,949,720 143,968 1.81

４．保健福祉事業費 13,580 13,700 ▲ 120 ▲ 0.88

５．地域支援事業費 262,037 270,976 ▲ 8,939 ▲ 3.30

６．基金積立金 968 920 48 5.22

７．公債費 100 100 0 0.00

８．諸支出金 24,650 29,678 ▲ 5,028 ▲ 16.94

９．予備費 1,000 1,000 0 0.00

合 計 8,493,000 8,357,000 136,000 1.63

0 0 0 0.00収 支 差 引

 当初予算の規模

歳
 
 
 
入

款 別 比較 伸率（％）

歳
 
 
 
出
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歳入構成

歳入

歳入区分 金額（千円） 割合（％）

保険料 1,877,978 22.11

使用料及び手数料 200 0.00

国庫支出金 1,954,957 23.02

支払基金交付金 2,230,373 26.26

県支出金 1,212,394 14.28

財産収入 968 0.01

繰入金 1,214,569 14.30

繰越金 1,000 0.01

諸収入 561 0.01

計 8,493,000 100.00

【歳入歳出予算の構成】

使用料及び手数料

0.00%
財産収入 0.01%

繰越金 0.01% 諸収入 0.01%

保険料 22.11%

国庫支出金 23.02%
支払基金交付金 26.26%

繰入金 14.30%

県支出金 14.28%
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歳出構成

歳出

歳出区分 金額（千円） 割合（％）

総務費 96,977 1.14

保険給付費 8,093,688 95.30

保健福祉事業費 13,580 0.16

地域支援事業費 262,037 3.09

基金積立金 968 0.01

公債費 100 0.00

諸支出金 24,650 0.29

予備費 1,000 0.01

計 8,493,000 100.00

総務費 1.14%

保険給付費

95.30%

保健福祉事業費 0.16%

地域支援事業費 3.09%

基金積立金 0.01% 公債費 0.00% 諸支出金 0.29%

予備費 0.01%



７
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【主要事業】 (単位:千円)

主な予算

中事業 収納事務経費 8,393 印刷製本費

小事業 収納事務経費  国庫 2,569

 県費 通信運搬費

 その他 281 3,767

 一般財源 8,112 手数料

2,057

中事業 介護認定審査会経費 14,749 委員報酬

小事業 介護認定審査会経費  国庫 10,407

 県費 通信運搬費

 その他 2,486

中事業 認定調査経費 56,697 非常勤職員報酬

小事業 認定調査経費  国庫 18,881

 県費 通信運搬費

 その他 1,904

手数料
18,700

業務委託料
7,336

中事業 運営協議経費 5,031 委員報酬

小事業 運営協議経費  国庫 360

 県費 業務委託料

 その他 4,590

　歳出

 介護保険料の賦課や徴収などの収納事務経費、要介護認定のための認定調査及び主治医意見
書に係る認定調査経費、介護認定審査会経費等の事務経費、介護保険事業計画の進捗管理を行
う運営協議経費、次期計画策定に係る経費等の費用となります。

 総 務 費

 事業予算額 ・介護認定審
査会の開催

概 要

認定調査の結果及び主治医意
見書の内容に基づき、介護認
定審査会で審査判定を行いま
す。

 一般財源 14,749

概 要

介護保険料の賦課及び徴収を
行います。

 事業予算額 ・介護保険料
の賦課及び徴
収

事業名及び概要 予算額及び実施内容

・認定調査
・主治医意
見書の回収

概 要

要介護認定に係る調査の実施
及び主治医への意見の記載を
求め主治医意見書の回収を行
います。

 一般財源 56,697

 事業予算額

 事業予算額 ・介護保険運
営協議会の開
催
・アンケート
調査の実施

概 要

第9期介護保険事業計画にお
ける事業等の進捗管理を介護
保険運営協議会で行います。
次期計画策定に向けた調査を
行います。

 一般財源 5,031



９

【主要事業】 (単位:千円)

主な予算

中事業 居宅介護サービス給付費 2,706,437 負担金

小事業 居宅介護サービス給付費  国庫 670,126 2,706,437

 県費 344,786

 その他 730,739

 一般財源 960,786

中事業 地域密着型介護サービス給付費 1,466,948 負担金

小事業 地域密着型介護サービス給付費  国庫 366,737 1,466,948

 県費 183,369

 その他 396,076

中事業 施設介護サービス給付費 2,931,311 負担金

小事業 施設介護サービス給付費  国庫 586,262 2,931,311

 県費 512,980

 その他 791,454

 一般財源 1,040,615

中事業 居宅介護サービス計画給付費 395,622 負担金

小事業 居宅介護サービス計画給付費  国庫 98,905 395,622

 県費 49,453

 その他 106,818

 一般財源 140,446

中事業 特定入所者介護サービス費 196,278 負担金

小事業 特定入所者介護サービス費  国庫 39,747 196,278

 県費 33,858

 その他 52,995

 事業予算額 ・特定入所者
介護サービス
費

概 要

低所得者に対し、介護施設入
所や短期入所サービスにおけ
る食費や居住費の軽減を行い
ます。  一般財源 69,678

・居宅介護
サービス計画
費

概 要

居宅介護サービス計画に係る
費用を負担します。

 一般財源 520,766

 事業予算額

 事業予算額 ・施設介護
サービス費

概 要

介護老人福祉施設、介護老人
保健施設などの利用料の９～
７割を負担します。

 事業予算額 ・地域密着型
介護サービス
費

 保険給付費

 要介護の認定を受けた受給者の介護サービスに係る保険給付費、要支援の認定を受けた受給
者の介護予防サービスに係る保険給付費です。受給者の負担割合は所得状況等により１割から
３割となっており、その他は保険給付費で負担します。

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・居宅介護
サービス費

概 要

訪問サービス、通所サービス
などの利用料の９～７割を負
担します。

概 要

地域密着型通所介護、認知症
対応型共同生活介護などの利
用料の９～７割を負担しま
す。
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【主要事業】 (単位:千円)

主な予算

中事業 介護保険扶助費 13,580 介護保険扶助費

小事業 介護保険扶助費  国庫 6,000 13,200

 県費

 その他 380

【主要事業】 (単位:千円)

主な予算

113,775 負担金

 国庫 40,444 112,184

 県費 14,222

 その他 30,719
 一般財源 28,390

 地域支援事業費

 要介護状態または要支援状態となることを予防し、社会に参加しながら住み慣れた地域で自
立した日常生活ができるよう支援することを目的とし、地域における包括的な相談及び支援体
制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援体制の構築等を一体的
に推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するために事業を実施します。

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・通所型サー
ビス、訪問型
サービスの実
施

概 要

要支援者に対し、要介護状態
になることの予防、悪化予
防、改善のため総合事業を実
施します。

中事業

小事業

介護予防・生活支援サービス
事業費（第１号事業）

介護予防・生活支援サービス
事業費（第１号事業）

 保健福祉事業費

 在宅において寝たきり高齢者等を介護している家族の労をねぎらい、経済的負担軽減を図る
ために在宅寝たきり高齢者等介護激励金支給事業を実施します。

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・在宅寝たき
り高齢者等介
護激励金

概 要

要介護4・5の認定を受けた高
齢者等を月15日以上在宅で介
護する家族に在宅寝たきり高
齢者等介護激励金を支給しま
す。

 一般財源 7,200
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(単位:千円)

主な予算

中事業 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業費 12,801 負担金

小事業 介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業費  国庫 3,898 12,801

 県費 1,600

 その他 3,456

 一般財源 3,847

中事業 一般介護予防事業費 45,439 非常勤職員報酬

小事業 一般介護予防事業費  国庫 11,299 5,661

 県費 5,649 業務委託料

 その他 12,204 4,242

一般職給

11,955

業務委託料

1,728

 事業予算額 ・介護予防把
握事業

地域の実情に応じて収集した
情報等を活用して、閉じこも
り等の何らかの支援を必要と
している方を早期に把握し介
護予防活動へつなげます。

・介護予防普
及啓発事業

介護予防の普及啓発に資する
教室などの開催、普及啓発す
るための媒体の作成配布など
を行います。

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・介護予防ケ
アマネジメン
ト負担金

概 要

介護予防・生活支援サービス
計画に係る費用を負担しま
す。

 一般財源 16,287

・在宅リハビ
リテーション
事業

地域における介護予防の取り
組みを機能強化するために、
通所、訪問、小地域ケア会
議、サービス担当者会議、住
民運営の通いの場等へのリハ
ビリテーション専門職等の関
与を行います。

概 要
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(単位:千円)

主な予算

中事業 任意事業費 68,886 業務委託料

小事業 任意事業費  国庫 25,995 2,317

 県費 12,997 補助金

 その他 380
29,894

老人福祉扶助費

54,400

補助金

360

老人福祉扶助費

5,280

保守点検委託料

1,449

業務委託料

957

補助金

2,080

・介護給付適
正化事業

認知症対応型共同生活介護事
業所に入所される方の家賃の
一部を補助します。

・認知症対応
型共同生活介
護事業所家賃
助成事業補助
金

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・認知症キャ
ラバンメイト
業務委託
・介護者家族
への交流会開
催事業補助金

概 要 認知症サポーター養成講座を
実施し、地域での認知症啓発
活動を行います。
介護者サロンの開催事業等の
支援をします。

 一般財源

在宅要介護高齢者に対し、介
護用品等の購入費用の一部を
助成します。

・介護用品購
入費助成事業

成年後見制度利用に対する費
用の一部助成を行うことで、
支援が必要な高齢者の権利擁
護を図ります。

・成年後見制
度利用支援

適切なケアマネジメントのも
と、利用者が必要なサービス
を適正に利用できるよう介護
給付費の適正化を図ります。
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(単位:千円)

主な予算

中事業 在宅医療・介護連携推進事業費 14,901 非常勤職員報酬

小事業 在宅医療・介護連携推進事業費  国庫 5,737 5,649

 県費 2,868 講師謝礼

 その他 136

中事業 認知症総合支援事業費 5,031 非常勤職員報酬

小事業 認知症総合支援事業費  国庫 1,937 1,944

 県費 968 調査協力謝礼

 その他 462

2,126 補助金

500

事業名及び概要 予算額及び実施内容

 事業予算額 ・認知症初期
集中支援チー
ムの配置
・認知症地域
支援推進員の
配置
・認知症カ
フェ開設・運
営補助

概 要

認知症になっても住み慣れた
地域で安心して暮らし続けら
れるように、専門職の支援
チームを配置し、認知症に関
する早期診断・早期対応を図
るとともに、登録認知症サ
ポーター等の地域ボランティ
アの養成・育成を行い、支援
体制を構築します。

 一般財源

 事業予算額 ・在宅医療
コーディネー
ターの配置
・専門職の研
修会開催
・多職種連携
の推進

概 要

地域包括ケアシステムの構築
に向け、住み慣れた地域で医
療・介護が受けられるよう
に、在宅医療・介護連携事業
を推進します。

 一般財源 6,296



滋賀県

甲賀市



令和７ 年度

甲賀市

野洲川基幹水利施設
管理事業特別会計

予算資料



当初予算の概要

1

１ 令和７ 年度予算見積の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方

２ 当初予算額

３ 前年度と の比較

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

53,502 5,755 47,747 ▲ 33,215 ▲ 2,370 ▲ 30,845

53 ,502 5 ,75 5 47 ,747 ▲ 33,215 ▲ 2,3 70 ▲ 30,845

所 属

令和７ 年度見積額① 令和６ 年度当初予算額② 差引（ ①－②）

歳出総額 歳出総額 歳出総額

農村整備課
86,717 8,125 78,592

部局合計
86 ,717 8 ,125 78 ,592

【 ①部局の役割】

【 ②部局の予算見積における 特徴】

【 ③財源配分、 事務事業見直し 、 財源確保の考え方】

 関係４ 市と 協議を行い補助事業を 活用し て施設の維持経費の縮減に努めま す。

 基幹水利施設である 野洲川ダム及び水口頭首工の施設管理者と し て、 野洲川土地改良区と の綿密な連携によ り 、 適正な維

持管理を行いま す。

 滋賀県が令和７ 年度から 令和１ ２ 年度ま での県営水利施設等保全高度化事業の採択を 受けら れたこ と から 、 経年劣化によ

る 突発的故障の多い機械設備等の水管理施設を計画的に改修し 、 農業用水の供給と 農業生産基盤の安定を 図り ま す。

所 属

農村整備課

予算額の主な増減、 事業見直し の内容

 野洲川ダム、 水口頭首工の修繕費用、 維持管理費【 ▲33,215千円】
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●事業目的 

 関係市と 野洲川土地改良区と が連携を図り つつ、 基幹水利施設である 野洲川ダム及び水口頭首工と こ

れら と 一元管理を 行う 幹線用排水路について、 地域の農業情勢等の変化に対応し た管理を行う こ と によ

り 、 その効用を適正に発揮さ せる こ と を目的と する 。  

●当初予算の規模                              (単位:千円・ ％) 

 令和 7 年度 

A 

令和 6 年度 

B 

比較 

A-B= C 

増減率 

C/B 

野洲川基幹水利施設管理事業 53 ,502 86 ,717 ▲33,215 ▲38 .3 

 

●予算構成 

【 歳入】                                     (単位:千円・ ％) 

 令和 7 年度 令和 6 年度 

B 

比較 

A-B= C 

増減率 

C/B A      構成比 

分担金およ び負担金 19 ,142 35 .8 29 ,101 ▲9,959 ▲34 .2 

県支出金 28 ,593 53 .4 49 ,479 ▲20 ,886 ▲42 .2 

繰入金 5 ,755 10 .8 8 ,125 ▲2,370 ▲29 .2 

繰越金 10 0 .0 10 0 0 .0 

諸収入 2 0 .0 2 0 0 .0 

歳入合計 53,502 100 .0 86 ,717 ▲33 ,215 ▲38 .3 
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【 歳出】                                                  (単位:千円・ ％) 

 令和 7 年度 令和 6 年度 

B 

比較 

A-B= C 

増減率 

C/B A      構成比 

需用費 760 1 .4 720 40 5 .6 

役務費 52 0 .1 42  10 23 .8 

委託料 50,506 94 .4 83 ,771 ▲33,265 ▲39.7 

使用料及び賃借料 2,184 4 .1 2 ,184 0 0 

歳出合計 53 ,502 100 .0 86 ,717 ▲33,215 ▲38.3 
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滋賀県

甲賀市



令和７ 年度

甲賀市

病院事業会計

予算資料



当初予算の概要

１

１ 令和7 年度予算の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方
【 部局の役割】

団塊の世代が後期高齢者と なる 中、 公立病院が安定的かつ効率的に医療の提供を 行う ためには、 関係機関と よ り 一層連

携を 深め経営強化に取り 組むと と も に、 医師、 看護師などの人材確保が重要と なっ てき ま す。

信楽中央病院においても 、 持続可能な地域医療体制を確保する ため、 病病連携やレス パイ ト 入院の拡充に努める と と も

に、 地域包括ケアシス テムの一翼を 担いながら 、 「 市民に信頼さ れる 病院」 を目指し 経営強化と 人材確保に取り 組みま す。

【 部局の予算見積における 特徴】

令和６ 年度隣接する 信楽警部交番跡地を 取得し 、 国道３ ０ ７ 号から の新たな進入路確保と 不足する 駐車場を 拡充する た

めの整備を 行い、 患者様の利便性の向上と 新興感染症対策を 含めた地域医療体制の充実を 図り ま す。

ま た、 内視鏡シス テムを 更新する こ と で、 よ り 正確な診断を 行い、 患者様が安心し て検査を 受けら れる 体制を整えま す。

【 財源配分、 事務事業見直し 、 財源確保の考え方】

令和６ 年３ 月に策定し た信楽中央病院経営強化プラ ンに基づき 、 関係医療機関と の連携を推進し 、 病病連携やレ ス パイ ト

入院によ る 転院患者を増やし 、 ８ ０ ％以上の病床利用率を保つこ と で収益の確保に努めま す。

２ 当初予算額 （ 単位: 千円）

所 属
令和7年度 令和6年度 差引

当初予算額① 当初予算額② （ ①－②）

収益的収入
782 ,264 693,437 88,827

収益的支出
信楽中央病院 970 ,119 859,804 110,315

資本的収入
37,892 32,370 5 ,522

資本的支出
121 ,642 89,711 31,931

３ 前年度と の比較

所 属 予算額の主な増減、 事業見直し の内容

信楽中央病院

進入路造成、 官舎解体[30,000千円]

内視鏡シス テム、 電子カルテ端末[28,050千円]

４ 一般会計から の繰入金 （ 単位: 千円）

令和7年度 令和6年度 差引

当初予算額① 当初予算額② （ ①－②）

173,979 168,953 5 ,026



２

令和７ 年度予算のポイ ント  

第３ 条 予算（ 収益的事業）  

  収入 ７ ８ ２ ， ２ ６ ４ 千円（ 前年度比 ８ ８ ， ８ ２ ７ 千円増 １ ２ ． ８ ％増）  

  支出 ９ ７ ０ ， １ １ ９ 千円（ 前年度比１ １ ０ ， ３ １ ５ 千円増 １ ２ ． ８ ％増）  

【 事業方針】  

  市民の身近な医療機関と し て救急医療やへき 地医療を担う と と も に、 地域における 中核

病院と し て、 医療・ 保健・ 福祉サービス の提供機関と 一層の連携を図り ながら 、 地域包括

ケアシステムの一翼を担い在宅医療の推進に努めま す。  

ま た、 令和６ 年３ 月に策定し た信楽中央病院経営強化プラ ンに基づき 、 業務の進捗管理

を 進めな がら 、 関係機関と の連携を 深め病病連携やレ ス パイ ト 入院を 軸に病床利用率

８ ０ ％を確保する こ と で経営の安定化を図り ます。  

【 収入】  

  住み慣れた地域で安心し て生活ができ る よ う 適切な診療を提供し ま す。  

  病病連携やレ スパイ ト 入院の拡充を図り 、 入院収益の向上に努めま す。  

  外来患者数の増加を図る ため、 専門医によ る 診察の実施を検討し ま す。  

【 支出】  

  職員給与や材料費及び事業を円滑に進める ための必要な運営費 

  経営強化プラ ン進捗管理業務 

第４ 条 予算（ 資本的事業）  

  収入  ３ ７ ， ８ ９ ２ 千円（ 前年度比５ ， ５ ２ ２ 千円増 １ ７ ． １ ％増）  

  支出 １ ２ １ ， ６ ４ ２ 千円（ 前年度比３ １ ， ９ ３ １ 千円増 ３ ５ ． ６ ％増）  

【 事業方針】  

  安全・ 安心な医療を提供する ため、 駐車場の整備や医療機器の更新等を行いま す。  

【 収入】  

  企業債償還にかかる 一般会計から の補助金 

【 支出】  

  建設改良事業 進入路・ 駐車場等整備（ 信楽警部交番跡地）  

  医療機器更新 上下内視鏡シス テム、 電子カルテ端末 

  企業債償還 



３

令和７ 年度甲賀市病院事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収 入

（ 単位:千円）

款 項 目
本 年

度
前 年

度
比 較

節

区 分 金 額

1. 病 院 事 業 収 益 782 ,264 693 ,437 88 ,827

1 .医 業 収 益 658,11 0 567 ,49 4 9 0,616

1 .入 院 収 益 351 ,5 68 237 ,498 114 ,070 入 院 収 益 351 ,568

2 .外 来 収 益 219 ,3 10 233 ,700 △ 14 ,390 外 来 収 益 219 ,310

3 .そ の 他 医 業 収 益 87,2 32 96 ,296 △ 9 ,064 室 料 収 益 7,320

受 託 事 業 収 益 25,511

そ の 他 医 業 収 益 15,670

他 会 計 負 担 金 38,731

2 .医 業 外 収 益 124,14 4 125 ,93 3 △ 1,789

1 .
受 取 利 息
及 び 配 当 金

521 361 160 預 金 利 息 521

2 .他 会 計 補 助 金 97,549 97 ,549 0 他 会 計 補 助 金 97,549

3 .他 会 計 負 担 金 2,996 3 ,492 △ 496 他 会 計 負 担 金 2,996

4 .⾧ 期 前 受 金 戻 入 20,501 21 ,937 △ 1,436
国 庫 補 助 ⾧ 期
前 受 金 戻 入

8,138

一般会計繰入金⾧
期 前 受 金 戻 入

10,240

受 贈 財 産 評 価 額
⾧ 期 前 受 金 戻 入

2,123

5 .そ の 他 医 業 外 収 益 2,547 2 ,564 △ 17
そ の 他
医 業 外 収 益

2,547

6 .補 助 金 30 30 0 国 庫 補 助 金 10

県 補 助 金 10

そ の 他 補 助 金 10

3 .特 別 利 益 10 10 0

1 .過 年 度 損 益 修 正 益 10 10 0
過 年 度
損 益 修 正 益

10



４

支 出

（ 単位: 千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

区 分 金 額

1.
病 院 事 業
費 用

970,119 859,804 110,315

1. 医 業 費 用 959,906 848,616 111,290

1. 給 与 費 648,193 563,163 85,030 報 酬 18,537

給 料 264,482

手 当 201,522

賞 与 引 当 金
繰 入 額

37,915

法 定 福 利 費 121,532

退 職 給 付 引
当 金 繰 入 額

4,205

2. 材 料 費 115,144 105,603 9,541 薬 品 費 72,000

診 療 材 料 費 23,634

医 療 消 耗 備 品 費 600

給 食 材 料 費 18,910

3. 経 費 154,298 138,212 16,086 厚 生 福 利 費 510

報 償 費 70

旅 費 239

消 耗 品 費 3,952

消 耗 備 品 費 1,300

光 熱 水 費 16,878

燃 料 費 2,906

食 料 費 10

印 刷 製 本 費 508

修 繕 費 12,784

保 険 料 1,161

交 際 費 50

賃 借 料 20,363

委 託 料 84,935

手 数 料 4,945

通 信 運 搬 費 1,609

諸 会 費 545

雑 費 133

貸 倒 引 当 金 1,400

4. 減 価 償 却 費 38,965 38,882 83 減 価 償 却 費 38,965

5. 資 産 減 耗 費 1,700 1,100 600
た な 卸 資 産
減 耗 費

500

固 定 資 産 除 却 費 1,200



支 出

５

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

区 分 金 額

6.研 究 研 修 費 1,606 1,656 △ 50 図 書 費 600

旅 費 562

研 修 費 444

2.医 業 外 費 用 9,203 10,178 △ 975

1.
支払利息及び企業債取扱
諸 費

4,561 5,361 △ 800 企 業 債 利 息 4,561

2.
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税

4,632 4,807 △ 175
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税

4,632

3.雑 支 出 10 10 0 雑 支 出 10

3.特 別 損 失 10 10 0

1.過 年 度 損 益 修 正 損 10 10 0
過 年 度 損 益
修 正 損

10

4.予 備 費 1,000 1,000 0

1.予 備 費 1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

資本的収入及び支出

収 入

（ 単位: 千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

区 分 金 額

1.資本的収入 37,892 32,370 5,522

1.補 助 金 37,892 32,370 5,522

1.補 助 金 37,892 32,370 5,522 他 会 計 補 助 金 37,882

県 補 助 金 10

支 出

（ 単位: 千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

節

区 分 金 額

1.資本的支出 121,642 89,711 31,931

1.建 設 改 良 費 58,809 43,495 15,314

1.改 良 事 業 費 58,809 43,495 15,314 建 物 5,000

器 具 及 び 備 品 28,809

構 築 物 25,000

2.企業債償還金 61,033 44,416 16,617

1.企 業 債 償 還 金 61,033 44,416 16,617 償 還 元 金 61,033

3.貸 付 金 1,800 1,800 0

1.貸 付 金 1,800 1,800 0 ⾧ 期 貸 付 金 1,800

（ 単位: 千円）



滋賀県

甲賀市



令和７ 年度

甲賀市

水道事業会計
予算資料



１ 　 令和７ 年度予算の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方

【 ①部局の役割】

【 ②部局の予算における 特徴】

【 ③財源配分、 事務事業見直し 、 財源確保の考え方】

２ 　 当初予算額 （ 単位: 千円）

令和７ 年度 令和６ 年度 差引

当初予算額① 当初予算額② （ ①－②）

収益的収入 2,960,769 3,027 ,655 ▲ 66 ,886

上下水道総務課 収益的支出 2,841,687 2,783,644 58 ,043

上水道課 資本的収入 727,958 894,891 ▲ 166 ,933

資本的支出 2,058,283 2,026 ,189 32 ,094

３ 　 前年度と の比較

所 属

所 属

上下水道総務課

上水道課

水道設備工事費の工事費の増【 ＋34,890千円】 、 水道管路Ａ Ｉ 劣化診断の増【 ＋9,900千円】

料金収入の減【 ▲62,079千円】 、 ス マート メ ータ ー関連費用の増【 + 12,110千円】

予算額の主な増減、 事業見直し の内容

 水道事業経営戦略に基づき 、 地方公営企業と し て持続可能な水道事業を 目指し た経営改善に取り 組みま す。

 ま た、 「 安全」 「 強靱」 「 持続」 の３ つの基本方針に基づき 、 水道水を 安全で安定的に供給する ため、 計画的な

施設更新と 維持管理に取り 組みま す。

（ １ ） 持続可能な水道事業運営を 図る ため、 第２ 次甲賀市水道ビ ジョ ンに基づき 水道施設及び管路施設の更新を 計

       画的に進めま す。

（ ２ ） 管路施設の耐震化と 水道施設の更新を 進めま す。

（ ３ ） Ａ Ｉ によ る 管路の劣化診断によ り 、 効率的に漏水調査や修繕を 行い、 有収率の向上を図り ま す。

（ ４ ） 水道ス マート メ ータ ーをモデル地区に実証的に設置し 、 業務の効率化やサービ ス の向上に向けた検討を進め

       ま す。

（ １ ） 中⾧期経営戦略によ る 建設改良費の平準化、 発行企業債の上限設定によ り 運営基盤の健全性を 堅持し ま す。

（ ２ ） サービ ス の向上につながる 業務のＤ Ｘ 化に取り 組みま す。

当初予算の概要

1



2



3



4



5

（ 一般会計） （ 企業会計）

４ 款 衛生費

 １ 項 保健衛生費

  １ 目 保健衛生総務費

  １ ９ 節 負担金補助及び交付金

2 4 ,5 8 1

収益的収入 基準内繰入金 1 1 ,8 8 0

 統合簡易水道 3,565

 高料金対策

（ 統合簡易水道激変緩和分）

7,499

 地方公営企業職員に係る

 児童手当に要する 経費

816

基準外繰入金 1 2 ,7 0 1

576

資本的収入 12,125

  ２ ４ 節 投資及び出資金 3 5 ,3 1 1

資本的収入 基準内繰入金 2 9 ,3 6 2

 統合簡易水道 26,943

 地方公営企業職員に係る

 児童手当に要する 経費

240

 耐震化対策事業 2,179

基準外繰入金 5 ,9 4 9

5,949

９ 款 消防費

 １ 項 消防費

  ３ 目 消防施設費

  １ ９ 節 負担金補助及び交付金

4 6 ,5 0 0

収益的収入

消火栓維持管理負担金 46,000

資本的収入

新設消火栓負担金 500

383,500,000円×{  ( 0.44% －0.43% ) /0.44％ } ×1/4

                        ≒2,179,000円

児童手当

土山町簡易水道企業債元金3件

借入金44,600,000円の元金2,507,848円の1/2

信楽町簡易水道企業債元金5件

借入金451,400,000円の元金22,962,134円の1/2

甲南フ ロ ンティ アパーク 企業債元金6件

借入金378,800,000円の元金19,250,860円の事業費割合分

消火栓維持管理に係る 負担金 3,680箇所×12,500円

(消火栓新設1基あたり 500,000円÷耐用年数40年＝１ 年当たり 12,500円）

新設消火栓設置に係る 負担金 1箇所×500,000円

児童手当

土山町統合簡易水道企業債元金4件

借入額72,300,000円の元金3,267,298円の1/2

前々年度資本費のう ち基準額を超える 額に年間有収水量を乗じ て算出

(統合前基準額24,995,000円－統合後基準額0円） ×0.3＝7,499,000円

甲南フ ロ ンティ アパーク 企業債利子6件

借入金378,800,000円の利子1,877,742円の事業費割合分

甲賀市簡易水道企業債元金22件 借入金556,000,000円の元金

（ 22,862,443円×10％） ＋（ 22,862,443円×90％×1/2）

山村辺地等活性化事業交付金

 算入対象経費額 24,250,000円の1/2

○令和７ 年度予算　 繰入金内訳表

予算科目

土山町簡易水道企業債利子3件

借入金44,600,000円の利子83,278円の1/2

信楽町簡易水道企業債利子5件

借入金451,400,000円の利子1,209,790円の1/2

甲賀市簡易水道企業債利子22件 借入金556,000,000円の利子

（ 5,155,451円×10％） ＋（ 5,155,451円×90％×1/2）

土山町統合簡易水道企業債利子4件

借入額72,300,000円の利子164,958円の1/2

項    目
繰入金額

（ 千円）
積算根拠



番号 工  事  名 事業量 備考

1 牧浄水場外ろ 過池更生工事
ろ過池

牧2池 小川1池

2 宮尻減圧弁更新工事
減圧弁Φ100

Ｎ ＝1.0基

3 下駒月減圧弁更新工事
減圧弁Φ100

Ｎ ＝1.0基

4 黒川配水池電気設備更新工事
電磁流量計、

水位計 1式

5 櫟野配水池流量計更新工事
配水流量計

Ｎ ＝1.0基

6 中野浄水場施設更新工事
紫外線処理装置、

紫外線処理棟 1式

7 土山第２ 水源地施設更新工事
紫外線処理装置、

紫外線処理棟 1式
債務負担

8 本町地区外配給水管布設替工事
Φ300

L＝380.0ｍ

9 深川地区外配給水管布設替工事
Φ150

L＝305.0ｍ

10 相模地区外配給水管布設替工事
Φ100～150

L＝1,122.2ｍ

11 岩室浄水場送水管布設替工事
Φ300

L＝350.2ｍ

12 ⾧野地区配給水管移設工事
Φ30～250

L＝3,967.1ｍ

13 ⾧野地区上水道舗装復旧工事
舗装工

A＝2,010m 2

14 本町地区上水道舗装復旧工事
舗装工

A＝910m 2

15 深川地区上水道舗装復旧工事
舗装工

A＝1,130m 2

※３ ０ ０ 万円以上の工事を記載し ていま す。

令和７ 年度 水道事業 工事一覧

事業区分

改

良

工

事

施

設

更

新

老

朽

管

更

新

舗

装

復

旧
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滋賀県

甲賀市



令和７年度

甲賀市

診療所事業会計
予算資料



１

当初予算の概要

１ 令和７年度予算見積の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【①部局の役割】

市に不足する休日等の診療、在宅医療、介護連携の充実を図ります。日曜、祝日の診療を実施することにより、
二次救急指定病院への患者集中を緩和します。

引き続き国民健康保険直営診療所として、市民が安心して利用できるよう努めます。

【②部局の予算見積における特徴】
施設の⾧寿命化を図り、市民が安全に診療所を受診していただくため施設修繕にかかる経費を計上しました。ま

た旧水口医療介護センター増築棟の解体工事費を計上しました。

【③財源配分、事務事業見直し、財源確保の考え方】
民間事業者の能力を活用し効率的な運営を行うため、指定管理者による運営・診療を継続します。

２ 当初予算見積額 （単位:千円）

所 属 令和７年度 令和６年度 差引
見積額① 当初予算額② （①－②）

収益的収入
116,03899,734 ▲ 16,304

収益的支出
116,038みなくち診療所 230,622 114,584

資本的収入
00 0

資本的支出
5,6138,812 3,199

３ 前年度との比較

所 属 予算額の主な増減、事業見直しの内容

みなくち診療所
その他特別損失（増築棟〈通称:管理棟〉の解体工事費）【+111,221千円】

施設修繕料（水道・給湯設備・空調設備）【+2,656千円】

改良事業費（改修工事設計業務委託）【+3,091千円】

４ 一般会計からの繰入金の状況 （単位:千円）

令和７年度当初予算額① 令和６年度当初予算額② 差引（①－②）
67,635 83,584 ▲ 15,949



２

令和７年度予算のポイント

第３条 予算（収益的事業）

９９，７３４千円 （前年度比 １６，３０４千円減 １４．１％減）

【事業方針】
指定管理者制度導入により、民間事業者の能力を活用し、効率的な運営のもと市内に

不足する休日等の診療、在宅医療、介護連携の充実を図ります。

【収 入】
・他会計負担金（指定管理料） ６０，０００千円

【支 出】
・委託料(指定管理料） ６０，０００千円

・その他特別損失（増築棟〈通称:管理棟〉の解体） １１６，２４１千円

第４条 予算（資本的事業）

８，８１２千円 （前年度比 ３，１９９千円増 ５７．０％増）

【事業方針】

企業債を償還します。

屋根防水改修、内装改修のため、工事設計業務委託を行います。

【支 出】

・企業債の償還元金 ５，７２１千円

・みなくち診療所改修工事設計業務委託 ３，０９１千円



３

令和７年度甲賀市診療所事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収 入 （単位:千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分 金 額

1.診 療 所 事 業 収 益 99,734 116,038 △ 16,304

2.医 業 外 収 益 99,733 116,036 △ 16,303

1.受 取 利 息 及 び
配 当 金 135 1 134預 金 利 息 135

2.他 会 計 補 助 金 7,635 23,584 △ 15,949他 会 計 補 助 金 7,635

3.他 会 計 負 担 金 60,000 60,000 0他 会 計 負 担 金 60,000

4.⾧ 期 前 受 金 戻 入 31,043 31,339 △ 296国 庫 補 助
⾧ 期 前 受 金 戻 入 898

受 贈 財 産 ⾧ 期
前 受 金 戻 入 30,145

5.そ の 他 医 業 外 収 益 920 1,112 △ 192そ の 他
医 業 外 収 益 920

3.特 別 利 益 1 2 △ 1

2.過 年 度 損 益 修 正 益 1 1 0過 年 度 損 益
修 正 益 1

3.そ の 他 特 別 利 益 0 1 △ 1そ の 他 特 別
利 益 0



４

支 出 （単位:千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分 金 額

1. 診 療 所 事 業 費 用 230,622 116,038 114,584

1. 医 業 費 用 111,346 106,857 4,489

3. 経 費 69,217 67,653 1,564消 耗 品 費 24

修 繕 費 5,236

保 険 料 116

賃 借 料 2,228

委 託 料 61,358

手 数 料 254

諸 会 費 0

雑 費 1

4. 減 価 償 却 費 37,880 39,203 △ 1,323建 物 減 価 償 却 費 34,998

器 械 備 品
減 価 償 却 費 2,882

5. 資 産 減 耗 費 4,240 1 4,239た な 卸 資 産
減 耗 費 0

固 定 資 産 除 却 費 4,240

6. 研 究 研 修 費 9 0 9図 書 費 9

2. 医 業 外 費 用 2,034 3,091 △ 1,057

1. 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 1,914 2,071 △ 157企 業 債 利 息 1,914

一 時 借 入 金 利 息 0

2. 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 100 1,000 △ 900消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 100

3. 雑 支 出 20 20 0雑 支 出 20

3. 特 別 損 失 116,242 5,090 111,152

2. 過 年 度 損 益 修 正 損 1 70 △ 69過 年 度 損 益
修 正 損 1

3. そ の 他 特 別 損 失 116,241 5,020 111,221そ の 他 特 別
損 失 116,241

4. 予 備 費 1,000 1,000 0

1. 予 備 費 1,000 1,000 0予 備 費 1,000



５

資本的収入及び支出

支 出 （単位:千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分 金 額

1.資 本 的 支 出 8,812 5,613 3,199

1.建 設 改 良 費 3,091 0 3,091

1.改 良 事 業 費 3,091 0 3,091建 物 3,091

2.企 業 債 償 還 金 5,721 5,613 108

1.企 業 債 償 還 金 5,721 5,613 108償 還 元 金 5,721
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下水道事業会計
予算資料

令和７ 年度
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１ 　 令和７ 年度予算の特徴、 財源配分、 事務事業見直し の考え方

【 ①部局の役割】

【 ②部局の予算における 特徴】

【 ③財源配分、 事務事業見直し 、 財源確保の考え方】

２ 　 当初予算額 （ 単位: 千円）

令和７ 年度 令和６ 年度 差引

当初予算額① 当初予算額② （ ①－②）

3,588,444 ▲ 42,973

上下水道総務課

下水道課 3,588,444 ▲ 42,973

2,152,494 ▲ 288,410

3,484,115 ▲ 239,033

３ 　 前年度と の比較

所 属

所 属

 下水道事業経営戦略に基づき 、 地方公営企業と し て持続可能な下水道事業を目指し た経営改善に取り 組みます。

 また日常生活に欠く こ と のでき ない住民サービ スを提供する ラ イ フラ イ ンの整備と 施設の維持管理に努め、 公衆衛

生の向上と 公共用水域の水質保全を図り ます。

（ １ ） 信楽町⾧野地域における 公共下水道整備の早期実現に向けた事業を進めま す。

（ ２ ） スト ッ ク マネジメ ント 計画に基づく 施設更新を進めま す。

（ ３ ） 安全安心のため浸水対策事業を進めま す。

（ １ ） 下水道施設の統廃合によ る コ ス ト 削減を行い、 効率的な事業運営に取り 組みます。

（ ２ ） 下水道サービス の向上につながる Ｄ Ｘ 事業等に取り 組みま す。

収益的収入
3,631,417

収益的支出
3,631,417

資本的収入
2,440,904

資本的支出
3,723,148

予算額の主な増減、 事業見直し の内容

上下水道総務課

下水道課

信楽町⾧野地域の公共下水道面整備事業の増【 ＋53,485千円】 、 スト ッ ク マネジメ ント 事業の減

【 ▲232,880千円】

施設使用料収入の減【 ▲37,469千円】 、 企業債償還元金の減【 ▲34,552千円】

当初予算の概要

1
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3

〔 単位: 千円、 ％ 消費税込み〕

特別利益

特別利益

590,115 564,740 25,375 4.5

公

共

下

水

道

事

業

計

農

業

集

落

排

水

事

業

計

雑収益 21 25 ▲ 4 ▲ 16.0

1 1 0 0.0

営

業

外

収

益

他会計補助金 302,710 279,422 23,288 8.3

190,486 188,986 1,500 0.8⾧期前受金戻入

営

業

収

益

施設使用料 95,961 95,370 591 0.6

その他営業収益 936 936 0 0.0

営

業

収

益

その他営業収益

受託工事収益

雨水処理負担金

施設使用料

営

業

外

収

益

雑収益

⾧期前受金戻入

県補助金

他会計補助金

受取利息

1 1 0 0.0

2,998,329 3,066,677 ▲ 68,348 ▲ 2.2

▲ 5.8

784,136 789,434 ▲ 5,298 ▲ 0.7

142 213 ▲ 71 ▲ 33.3

5,298 5,304 ▲ 6 ▲ 0.1

105 10 95 950.0

1,100 1,100 0 0.0

645,486 671,378 ▲ 25,892 ▲ 3.9

3,053 3,241 ▲ 188

収益 令和７ 年度 令和６ 年度 比較 増減率 備考

1,503,505 1,541,565 ▲ 38,060 ▲ 2.5

55,503 54,431 1,072 2.0
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5

〔 単位: 千円、 ％ 消費税込み〕

令和７ 年度 令和６ 年度 比較 増減率 備考

職員給与費 113,977 109,074 4,903 4.5

動力費 48,480 47,820 660 1.4

光熱水費 2,161 2,337 ▲ 176 ▲ 7.5

通信運搬費 7,403 6,369 1,034 16.2

修繕費 51,838 63,401 ▲ 11,563 ▲ 18.2

薬品費 11,547 11,547 0 0.0

委託料 152,863 137,633 15,230 11.1

流域下水道維持管理負担金 456,390 466,300 ▲ 9,910 ▲ 2.1

減価償却費 1,773,950 1 ,770,310 3,640 0.2

受託工事費 1,100 1,100 0 0.0

その他 54,066 63,962 ▲ 9,896 ▲ 15.5

支払利息 271,586 286,867 ▲ 15,281 ▲ 5.3

その他 50,000 50,000 0 0.0

特別損失 1,600 1,600 0 0.0

予備費 5,000 5,000 0 0.0

3 ,001 ,961 3 ,023,320 ▲ 21,359 ▲ 0.7

職員給与費 8,451 8,207 244 3.0

動力費 41,867 42,430 ▲ 563 ▲ 1.3

光熱水費 991 1,012 ▲ 21 ▲ 2.1

通信運搬費 2,142 2,483 ▲ 341 ▲ 13.7

修繕費 12,516 30,345 ▲ 17,829 ▲ 58.8

薬品費 2,189 2,189 0 0.0

委託料 141,337 139,814 1,523 1.1

減価償却費 328,572 324,691 3,881 1.2

その他 16,803 27,617 ▲ 10,814 ▲ 39.2

支払利息 16,315 19,009 ▲ 2,694 ▲ 14.2

その他 10,000 5 ,000 5,000 100.0

特別損失 300 300 0 0.0

予備費 5,000 5,000 0 0.0

586,483 608,097 ▲ 21,614 ▲ 3.6

費用

公

共

下

水

道

事

業

農

業

集

落

排

水

道

事

業

営

業

費

用

営業外

費用

計

営

業

費

用

営業外

費用

計



6

〔 単位: 千円、 ％ 消費税込み〕

令和７ 年度 令和６ 年度 比較 増減率 備考

企業債 1,243,100 1,369,500 ▲ 126,400 ▲ 9.2

出資金 168,350 202,878 ▲ 34,528 ▲ 17.0

受益者分担金 9,444 9,550 ▲ 106 ▲ 1.1

受益者負担金 51,258 40,749 10,509 25.8

国庫補助金 567,267 670,398 ▲ 103,131 ▲ 15.4

県補助金 4,192 5,504 ▲ 1,312 ▲ 23.8

計 2,043,611 2,298,579 ▲ 254,968 ▲ 11.1

企業債 75,000 85,300 ▲ 10,300 ▲ 12.1

出資金 5,025 5,675 ▲ 650 ▲ 11.5

受益者分担金 58 50 8 16.0

工事分担金 0 5,100 ▲ 5,100 ▲ 100.0

国庫補助金 24,000 38,500 ▲ 14,500 ▲ 37.7

県補助金 4,800 7,700 ▲ 2,900 ▲ 37.7

計 108,883 142,325 ▲ 33,442 ▲ 23.5

収入

公

共

下

水

道

事

業

農

業

集

落

排

水

道

事

業
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〔 単位: 千円、 ％ 消費税込み〕

令和７ 年度 令和６ 年度 比較 増減率 備考

汚水管渠整備費 918,648 909,631 9 ,017 1.0

処理場整備費 123,290 324,596 ▲ 201 ,306 ▲ 62.0

流域下水道建設負担金 153,269 132,516 20 ,753 15.7

分担金及び負担金事務費 5,862 5,827 35 0.6

浸水対策施設整備費 511,094 525,926 ▲ 14 ,832 ▲ 2.8

固定資産購入費 0 3,100 ▲ 3,100 ▲ 100.0

企業債償還金 1,524,382 1 ,525,589 ▲ 1,207 ▲ 0.1

予備費 5,000 5,000 0 0.0

計 3,241,545 3 ,432,185 ▲ 190,640 ▲ 5.6

汚水管渠整備費 14,168 28,946 ▲ 14,778 ▲ 51.1

処理場整備費 121,916 122,182 ▲ 266 ▲ 0.2

分担金及び負担金事務費 0 4 ▲ 4 ▲ 100.0

企業債償還金 101,486 134,831 ▲ 33 ,345 ▲ 24.7

予備費 5,000 5,000 0 0.0

計 242,570 290,963 ▲ 48 ,393 ▲ 16.6

農

業

集

落

排

水

道

事

業

支出

公

共

下

水

道

事

業



（ 一般会計） （ 企業会計）

６ 款 農林水産業費

 ２ 項 土地改良費

  ３ 目 農業集落排水事業費

  １ ９ 節 負担金補助及び交付金

3 0 2 ,7 1 0

収益的収入 基準内繰入金 1 7 0 ,4 9 6

 高度処理費 8,762

 臨時財政特例債等 618

 分流式下水道に要する 経費 160,495

 水質規制費 385

地方公営企業職員に係る 児童手

当に要する 経費

236

基準外繰入金 1 3 2 ,2 1 4

127,505

4,709

  ２ ４ 節 投資及び出資金 5 ,0 2 5

資本的収入 基準内繰入金 5 ,0 2 5

 臨時財政特例債等 5,025

８ 款 土木費

 ４ 項 都市計画費

  ４ 目 下水道費

  １ ９ 節 負担金補助及び交付金

7 0 0 ,9 8 9

収益的収入 基準内繰入金 5 9 5 ,7 4 4

 雨水処理費 55,503

 水質規制費 2,948

 不明水処理費 64,925

 高度処理費 26,291

 臨時財政特例債等 1,572

 普及特別対策に要する 経費 12,443

 緊急下水道整備特定事業経費 646

 その他（ 流域・ 臨時措置分） 399

 下水道事業債特別措置分 256

 分流式下水道に要する 経費 430,521

 地方公営企業職員に係る 児童

 手当に要する 経費

240  児童手当

基準外繰入金 1 0 5 ,2 4 5

105,245

  ２ ４ 節 投資及び出資金 1 6 8 ,3 5 0

資本的収入 基準内繰入金 1 6 8 ,3 5 0

 臨時財政特例債等 12,642

 普及特別対策に要する 経費 141,066

 緊急下水道整備特定事業経費 8,302

 その他（ 流域・ 臨時措置分） 3,140

 下水道事業債特別措置分 2,960

 災害復旧事業債 0

 地方公営企業職員に係る 児童

 手当に要する 経費

240

（ 高度処理の資本費＋高度処理維持管理費） ×1/2

特例措置分利息＋臨特債利息

汚水維持管理費＋資本費（ 特定財源・ 使用料収入・ 他の繰入金を 除く ）

水質検査費用

■令和７ 年度予算　 繰入金内訳表

予算科目 繰入金額

（ 千円）
項    目 積算根拠

児童手当

施設維持に要する 経費

 特定財源を除く 汚水維持管理費＋特定の財源を 除く 資本費

 －料金収入－他の繰入基準によ る 繰入－分流式下水道に要する 経費

高度処理維持管理事業交付金分（ 県自治振興交付金額）

特例措置分元金＋臨特債元金

維持管理費＋（ 減価償却費－⾧期前受金戻入） ＋利息

水質検査費用

不明水量×維持管理費

（ 高度処理の資本費＋高度処理維持管理費） ×1/2

特例措置分利息＋臨特債利息

普及特対分利息×55％

緊急下水道特定事業債利息

流域・ 臨時措置分利息

特別措置分利息

汚水維持管理費＋資本費（ 特定財源・ 使用料収入・ 他の繰入金を 除く ）

施設維持に要する 経費

特例措置分元金＋臨特債元金

普及特対分償還元金×55％

緊急下水道特定事業債償還元金

流域・ 臨時措置分元金

特別措置分償還元金

災害復旧事業債償還元金×1/2

児童手当

8



9

※３ ０ ０ 万円以上の工事を 記載し ていま す。

中畑地区処理場機械・ 電気設備更新工事
し 渣脱水機更新 １ 台

曝気ブロ アイ ンバータ 更新 １ 台

大河原地区処理場曝気撹拌装置更新工事 攪拌装置更新 ２ 台

20 鮎河地区処理場ブロ アー更新工事 曝気ブロ アー更新 １ 台

山内地区機能強化工事 電気・ 機械設備工 １ 式 債務負担

単

独

14 上朝宮真空ス テーショ ン電動弁更新工事 電動弁更新 ４ 台

15

岩室地区処理場電動弁更新工事 電動弁更新 １ 台

磯尾地区処理場PLC更新工事 PLC更新 ３ 台

宮町地区真空弁ユニッ ト 更新工事 真空弁ユニッ ト 更新 ５ 台

16 宮町真空ス テーショ ン機械・ 電気設備更新工事
圧送ポンプ更新 ２ 台

イ ンバータ 更新 １ 台

農

業

集

落

排

水

事

業

改

良

工

事

汚

水

農村

整備
13

17

19

21

18

雨

水

防災・

安全
12 甲南駅周辺地区舗装復旧工事 舗装工 A= 2,000m ２

10 飯道寺３ 号マンホールポンプ更新工事 マンホールポンプ １ 台

11 神地区管路更新工事 開削工Φ150 L= 110.0ｍ

脱臭装置活性炭交換 １ 式

8 鳥居野ユニッ ト ポンプ関連機器更新工事 機械電気設備工 １ 式

9 飯道寺６ 号・ 梅ノ 木マンホールポンプ更新工事 マンホールポンプ ２ 台

開削工Φ150～200 L= 200.0ｍ

汚水桝設置工 50箇所

改

良

工

事

汚

水

地方

創生
5 ⾧ 野地区舗装復旧工事 舗装工 A= 10,000m ２

単

独

6

雨

水

防災・

安全
4 中央雨水幹線整備工事

函渠工

2,000×1,800 L= 84.3ｍ

1,400×1,400 L= 28.7ｍ

土山オー・ デュ ・ ブール汚泥供給ポンプ更新工事 ポンプ ２ 台

7 土山オー・ デュ ・ ブール脱臭装置活性炭更新工事

令和７ 年度 下水道事業 工事一覧

事業区分 番号 工事名 事業量 備考

公

共

下

水

道

事

業

建

設

工

事

汚

水

地方

創生
1 ⾧ 野地区管渠整備工事 開削工Φ150～200 L= 3,556.5ｍ

社会

資本
2 宮地区管渠整備工事（ 公共接続）

マンホールポンプ ２ 台

制御盤 １ 式

単

独
3 公共下水道管渠整備工事
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